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概要

１ インセンティブ交付金の概要

２ 令和５年度評価指標の概要と評価指標分析

３ 評価指標等の見直しに向けた検討の方向性（国の動き）
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１ インセンティブ交付金の概要（市町村分）

【推進交付金の充当先】
●地域支援事業、保健福祉事業、市町村特別事業等を充実して行う高齢者の自立支援、介護予防・重度化
防止、給付費適正化に必要な取組及びそれらの実施に必要な人材の確保
●介護保険特別会計に充当した推進交付金を一般会計に繰り出して行う高齢者の自立支援、介護予防・重度
化防止、給付費適正化に資する取組

【支援交付金の充当先】
●地域支援事業を充実して行う高齢者の介護予防・健康づくりに必要な取組のうち、総合事業、包括的支援
事業のうち、①包括的・継続的ケアマネジメント支援事業、②在宅医療・介護連携推進事業、③生活支援体
制整備事業、④認知症総合支援事業に係る取組（これらの取組のうち、重層的支援体制整備事業として一体
的に実施するものを含む。）

交付金の充当先 交付要件 評価指標 被保険者規模別の評価

２
階

令和５年度（令和４年度）
190億円（190億円）

介護保険保険者努力支援交付金
（支援交付金）

創設：令和２年度

●総合事業、包括的支援
事業（社保充分の予防・
健康づくり関連のみ）の
第１号保険料相当部分

●予防・健康づくりの取組
（事業費）を増加させる保険
者のみに交付※
※左記事業を拡充した場合等
※高齢者人口が減少する保険
者については、人口動態を加
味した調整

●予防・健康づくりに関
する項目のうち重要な項
目で評価

―

●一般会計事業に係る高齢者
の予防・健康づくりに資する
取組（新規・拡充部分）に限
る

インセンティブ交付金の概要（市町村分）

インセンティブ交付金

１
階

令和５年度（令和４年度）
142.5億円（190億円）

保険者機能強化推進交付金
（推進交付金）

創設：平成30年度

●地域支援事業費、保健
福祉事業費・市町村特別
給付等の第１号保険料相
当分
●市町村が一般会計で行
う高齢者の予防・健康づ
くりに資する取組
（R2年度～）

●基本的な項目＋予防・
健康づくりに関する項目
で評価

●これまで全保険者で
得点の応じて傾斜配分
を行っていた仕組みを
見直し、被保険者規模
別※に評価を行う
（R2年度～）

※規模別
（第1号被保険者数）
区分１：３千人未満
区分２：３千人以上
　　　　１万人未満
区分３：１万人以上
　　　　５万人未満
区分４：５万人以上
　　　　10万人未満
区分５：10万人以上



Kanagawa Prefectural Government 
3

１ インセンティブ交付金の概要 厚労省作成資料
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※2　令和４年度地域支援事業（全体）における制度上の事業費上限額（個別協議を含む）を表す。

要件３
 新規・拡充事業の取り組み

●　要件２の結果、非該当となった場合であっても、令和４年度において次の①～④に掲げるいずれ
 かの取組につ　いて、新規に実施する場合又は既存の事業を拡充する場合にあっては、要件２にか
 かわらず、支援交付金を交付する。

　①介護予防・日常生活支援総合事業及び包括的支援事業（法第115条の45第2項第3号～第6号）
　②市町村特別給付（予防・健康づくり関係）
　③保健福祉事業（予防・健康づくり関係）
　④一般会計事業（予防・健康づくり関係）

第１号被保険者数の減少率（R４年度/R3年度） ＞ 要件１の減少率（R4年度／R3年度）

●　地域支援事業が上限※2まで達していること又は達する見込みがあることにより、令和４年度当初
  予算額が、令和３年度決算見込額及び令和３年度当初予算額を下回っている場合、
　⇒令和４年度当初予算額と令和３年度決算見込額及び令和３年度当初予算額に保健福祉事業及び一般
　会計事業（介護予防・健康づくり関係）をそれぞれ加えたうえで比較する。

※1　地域支援事業の事業費全額（寄付金その他収入も含む）及び重層的支援体制整備事業への移行分を含む。

要件１（事業規模の拡充）

要件２（事業規模の拡充）

●　要件１の結果、非該当となった場合であっても、当該市町村における第１号被保険者数の減少
 率※1が要件１の事業規模の減少率を上回る（＝減少幅を下回る）場合は、要件１にかかわらず。
 支援交付金を交付する。
※1　介護保険事業状況報告における令和３年３月末現在と令和４年３月末現在とを比較

 R４年度当初予算額※１ ＞ R3年度決算見込額 又は R３年度当初予算額

非該当

非該当

非該当

交付要件

交付対象外

該当

該当

該当

交

付

対

象

4

１ インセンティブ交付金の概要（R5年度支援交付金の交付要件）

本県では、
全市町村で
要件１に該当

【交付要件（支援交付金）】
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１ インセンティブ交付金の概要（R５年度支援交付金の交付額算定）

【交付額の算定方法（市町村分）】
１ 保険者別規模別配分額の算定

【算定式】
当該規模別の第１号被保険者数の合計

全国の第１号被保険者数の合計

２ 基準額の算定方法

【算定式】

当該市町村の評価点数×当該市町村の第１号被保険者数

該当区分の（各市町村の評価点数×各市町村の第１号
被保険者数）の規模別合計

規模別配分額　＝　推進交付金・支援交付金の予算額　×

●各市町村の第１号被保険者数について、規模別（区分１〜区分５）の合計人数が全国計に占める割合に応じて予算額を
按分し、第１号被保険者規模別配分額（以下「規模別配分額」という。）を算定
 ⇒第１号被保険者数により規模別に予算配分額を按分（規模別に予算配分額の上限が確定）

●各市町村の「当該市町村の評価点数×当該市町村の第１号被保険者数」により算出した点数を基準として、「各市町村
の評価点数×各市町村の第１号被保険者数」の規模別の合計に占める割合に応じて、規模別配分額の範囲内で交付する。

　市町村の基準額　＝　該当区分の規模別配分額　×

●当該市町村の対象経費支出予定額が上記で算出した基準額を下回る場合には、対象経費支出予定額を基準額とする。
●上記の結果、「市町村全体の基準額＜予算額」となる場合は、該当区分ごとに規模別配分額の範囲内において、各市町
村の対象経費支出予定額から基準額を差し引いた額を上限に、上記において算定した割合に応じて補正をした額を基準額
とする。

（ポイント）
市町村が該当する規模別（区分１〜５）合計に占める当該市町村の割合に応じて基準額が決定
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１ インセンティブ交付金の概要（R５年度評価結果）【市町村】
【得点計】
満点

2,185点
全国平均値

1,156点
(52,9％）

全国中央値
1,162点

【規模別】
区分１
3千人未満
⇒１（１）

区分２
３千人以上
１万人未満
⇒９（４）

区分３
１万人以上
５万人未満

⇒１３（７）

区分４
５万人以上
10万人未満

⇒５（３）

区分５
10万人以上

⇒５（５）
※（ ）は全国
平均値以上の市
町村数

得点
順位

自治体名
第１号被保

険者数
推進得点 努力得点 得点計

推進交付
見込額

努力交付
見込額

見込額
計

規模別

1 清川村 1,068 1,115 615 1,730 706 914 1,620 区分１
2 秦野市 49,226 1,095 585 1,680 26,330 34,086 60,416 区分３
3 川崎市 306,308 1,059 560 1,619 133,010 171,374 304,384 区分５
4 横浜市 932,230 1,060 545 1,605 404,427 507,594 912,021 区分５
5 平塚市 73,000 985 520 1,505 32,893 43,048 75,941 区分４
6 大和市 57,928 895 565 1,460 23,717 37,116 60,833 区分４
7 相模原市 187,792 950 475 1,425 73,153 89,119 162,272 区分５
8 横須賀市 126,148 907 505 1,412 47,485 64,276 111,761 区分５
9 伊勢原市 26,628 873 505 1,378 11,355 15,917 27,272 区分３
10 藤沢市 107,996 899 425 1,324 39,811 45,856 85,667 区分５
11 小田原市 57,321 884 440 1,324 24,412 28,602 53,014 区分４
12 松田町 3,752 843 480 1,323 1,722 2,353 4,075 区分２
13 湯河原町 9,935 831 475 1,306 4,494 6,165 10,659 区分２
14 座間市 34,176 803 480 1,283 13,489 19,417 32,906 区分３
15 葉山町 10,277 801 460 1,261 4,021 5,596 9,617 区分３
16 海老名市 33,842 770 480 1,250 12,729 19,227 31,956 区分３
17 茅ヶ崎市 65,296 837 395 1,232 25,001 29,249 54,250 区分３
18 南足柄市 13,629 825 400 1,225 5,492 6,453 11,945 区分３
19 山北町 4,041 757 405 1,162 1,641 2,138 3,779 区分２
20 真鶴町 3,022 711 450 1,161 1,170 1,777 2,947 区分２
21 逗子市 18,697 702 430 1,132 6,411 9,516 15,927 区分３
22 二宮町 9,892 718 370 1,088 3,748 4,717 8,465 区分２
23 綾瀬市 23,058 725 345 1,070 8,222 9,279 17,501 区分３
24 厚木市 58,383 729 325 1,054 19,470 21,518 40,988 区分４
25 愛川町 12,331 724 330 1,054 4,361 4,817 9,178 区分３
26 寒川町 13,434 655 370 1,025 4,298 5,883 10,181 区分３
27 大井町 4,966 659 315 974 1,781 2,044 3,825 区分２
28 鎌倉市 53,903 658 315 973 16,225 19,255 35,480 区分４
29 三浦市 16,287 525 325 850 4,026 6,265 10,291 区分３
30 中井町 3,221 466 335 801 817 1,410 2,227 区分２
31 箱根町 4,176 505 270 775 1,148 1,473 2,621 区分２
32 開成町 4,548 496 220 716 1,228 1,307 2,535 区分２
33 大磯町 11,138 349 200 549 1,899 2,637 4,536 区分３

県内平均 1,204 55.1% 県合計 2,181,090

令和５年度保険者機能強化推進交付金等の得点、交付見込額（確定）の状況    金額︓単位（千円）
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2023年度（市町村分）保険者機能強化推進交付金等に係る総合得点＜推進＋支援＞
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全国集計結果 都道府県別市町村得点（満点2,185点、平均点1,155.9点、得点率52.9%）

Ⅲ 介護保険運営の安定化に資する施策の推進(240点)(平均117.9点)
Ⅱ 自立支援、重度化防止等に資する施策の推進(1775点)(平均933.9点)
Ⅰ ＰＤＣＡサイクルの活用による保険者機能の強化に向けた体制等の構築(170点)(平均104.1点)
最大

最小

中央値

厚労省作成資料
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介護保険保険者努力支援交付金（千円）
保険者機能強化推進交付金（千円）

8

2023年度（市町村分）保険者機能強化推進交付金等交付見込額＜推進＋支援＞

8

厚労省作成資料
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１ インセンティブ交付金の概要（都道府県分）

（ポイント）
● 推進交付金は、市町村の保険者機能の強化を支援する取組（上記①〜⑦）に対して幅広く交付対象
● 支援交付金は、総合事業と包括的支援事業の社会保障充実分（上記ア〜エ）に限定して交付対象

交付対象事業

２
階

令和５年度（令和４年度）
10億円（10億円）

介護保険保険者努力支援交付金
（支援交付金）

創設：令和２年度

①市町村が行う介護予防・日常生活支援総合事業
②市町村が行う包括的支援事業のうち、
　ア　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
　イ　在宅医療・介護連携推進事業
　ウ　生活支援体制整備事業
　エ　認知症総合支援業務
※上記①②の取組のうち、重層的支援体制整備事業として一体的に実施するものを含む

※①統括的事業：市町村が保険者機能を発揮するための統括的研修や現地支援等を行うための事業

インセンティブ交付金の概要（都道府県分）

インセンティブ交付金

１
階

令和５年度（令和４年度）
7.5億円（10億円）

保険者機能強化推進交付金
（推進交付金）

創設：平成30年度

①統括的事業※
②現状分析、実情把握、地域課題分析、実績評価支援
③自立支援・重度化防止等に向けた地域ケア会議、介護予防に関する市町村支援
④生活支援体制整備の推進支援
⑤リハビリテーション専門職等の活用支援
⑥介護給付適正化事業の推進支援
⑦その他市町村のニーズに応じた支援
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１ インセンティブ交付金の概要（R５年度支援交付金の交付額算定）

【交付額の算定方法（都道府県分）】

（ポイント）
●都道府県の基準額は、全国の評価点数の合計に占める当該都道府県の割合に応じて決定

基準額の算定方法（推進交付金・支援交付金）

【算定式】

当該都道府県の評価点数

各都道府県の評価点数の合計

推進交付金・支援交付金の基準額の算定方法は、「当該都道府県の評価点数」を基準として、「各都道府県の評価点数の
合計」に占める割合に応じて、予算の範囲内※で交付する。（※例年、推進交付金・支援交付金 各10億円）

基準額　＝　推進交付金（支援交付金）の予算額　×

①当該都道府県の対象経費支出予定額が基準額を下回る場合は、対象経費支出予定額を基準額とする。
②上記①の結果、「都道府県全体の基準額＜予算額」となる場合は、予算額の範囲内において、各都道府県の対象経費支
出予定額から基準額を差し引いた額を上限に「当該都道府県の評価点数」を基準として、「各都道府県の評価点数の合
計」に占める割合に応じて補正した額を基準額とする。その際、上記①に該当する都道府県は除外して補正する。
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１ インセンティブ交付金の概要（R５年度評価結果）【都道府県】

満点 1,830

得点
順位

自治体名
推進
得点

努力
得点

得点計 得点率
推進交付
見込額

努力交付
見込額

見込額
計

見込額
順位

1 静岡県 968 615 1,583 86.5% 22,118 33,321 55,439 1
2 高知県 921 570 1,491 81.5% 21,044 30,882 51,926 2
3 大分県 908 540 1,448 79.1% 20,747 29,257 50,004 3
4 富山県 878 540 1,418 77.5% 18,719 25,311 44,030 12
5 福岡県 905 510 1,415 77.3% 19,293 27,631 46,924 7
6 神奈川県 890 510 1,400 76.5% 19,429 27,631 47,060 6
7 長崎県 838 550 1,388 75.8% 19,150 29,798 48,948 4
8 岩手県 856 530 1,386 75.7% 13,376 11,852 25,228 43
9 香川県 870 505 1,375 75.1% 19,766 26,511 46,277 9
10 京都府 845 495 1,340 73.2% 18,967 23,705 42,672 15
11 鳥取県 802 535 1,337 73.1% 18,326 28,985 47,311 5
12 熊本県 832 505 1,337 73.1% 19,013 27,360 46,373 8
13 兵庫県 800 510 1,310 71.6% 18,281 25,275 43,556 13
14 滋賀県 793 490 1,283 70.1% 17,917 20,400 38,317 23
15 鹿児島県 802 480 1,282 70.1% 17,098 26,005 43,103 14
16 埼玉県 770 500 1,270 69.4% 17,596 27,089 44,685 10
17 福井県 763 500 1,263 69.0% 13,578 22,560 36,138 28
18 佐賀県 725 525 1,250 68.3% 16,568 27,802 44,370 11
19 長野県 788 445 1,233 67.4% 16,800 20,858 37,658 24
20 青森県 791 435 1,226 67.0% 18,076 23,568 41,644 17
21 栃木県 751 475 1,226 67.0% 10,463 17,964 28,427 41
22 東京都 764 450 1,214 66.3% 17,459 24,380 41,839 16
23 和歌山県 788 405 1,193 65.2% 18,007 21,942 39,949 22
24 山口県 735 455 1,190 65.0% 14,773 18,973 33,746 32
25 大阪府 748 440 1,188 64.9% 17,298 23,838 41,136 18

766 415 1,181 64.5%

令和５年度保険者機能強化推進交付金等の得点、交付見込額（確定）の状況    金額︓単位（千円）
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得点
順位

自治体名
推進
得点

努力
得点

得点計 得点率
推進交付
見込額

努力交付
見込額

見込額
計

見込額
順位

（ポイント）
●本県の得点（計・率）は全国６位（関東信越管区（１都９県）では、第１位）

１ インセンティブ交付金の概要（R５年度評価結果）【都道府県】

25 大阪府 748 440 1,188 64.9% 17,298 23,838 41,136 18
26 愛媛県 766 415 1,181 64.5% 17,505 22,485 39,990 21
27 新潟県 735 430 1,165 63.7% 16,773 23,297 40,070 20
28 愛知県 718 445 1,163 63.6% 14,529 16,887 31,416 38
29 宮城県 698 455 1,153 63.0% 15,951 24,651 40,602 47
30 石川県 687 465 1,152 63.0% 14,647 21,795 36,442 26
31 秋田県 722 405 1,127 61.6% 15,393 18,983 34,376 30
32 三重県 685 425 1,110 60.7% 7,321 10,070 17,391 46
33 福島県 664 440 1,104 60.3% 13,535 19,241 32,776 33
34 沖縄県 727 365 1,092 59.7% 16,613 19,775 36,388 27
35 島根県 686 400 1,086 59.3% 14,220 15,972 30,192 40
36 奈良県 655 430 1,085 59.3% 9,541 8,981 18,522 45
37 北海道 684 390 1,074 58.7% 15,631 21,130 36,761 25
38 群馬県 720 350 1,070 58.5% 16,191 15,877 32,068 37
39 広島県 634 435 1,069 58.4% 12,960 12,836 25,796 42
40 茨城県 667 380 1,047 57.2% 14,412 18,045 32,457 34
41 山梨県 619 390 1,009 55.1% 14,145 17,990 32,135 36
42 徳島県 632 370 1,002 54.8% 14,442 20,045 34,487 29
43 岐阜県 625 365 990 54.1% 13,325 17,108 30,433 39
44 山形県 591 385 976 53.3% 13,300 20,588 33,888 31
45 千葉県 590 380 970 53.0% 9,744 11,841 21,585 44
46 岡山県 565 360 925 50.5% 12,912 19,505 32,417 35
47 宮崎県 562 345 907 49.6% 13,048 0 13,048 47

全国平均 1,202 65.7%
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金額：千円

評価指標
年　　度

評価対象
年　　度

推進
得点

努力
得点

得点計 総点数 得点率
得点
順位

交付額

平成30年度 平成29年度 615 ― 615 730 84.2% 35 15,824

令和元年度 平成30年度 573 ― 573 741 77.3% 31 17,055

令和２年度 令和元年度 1,579 686 2,265 2,880 78.6% 8 48,077

令和３年度 令和２年度 1,599 712 2,311 2,935 78.7% 9 51,902

令和４年度 令和３年度 775 390 1,165 1,645 70.8% 16 46,638

令和５年度 令和４年度 890 510 1,400 1,830 76.5% 6 47,060

年度別　得点率・得点順位・交付額の状況（神奈川県）

13

（ポイント）
●令和５年度評価指標（取組年度︓令和４年度）の得点順位は過年度では最高

１ インセンティブ交付金の概要（R５年度評価結果）【都道府県】
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2023年度（都道府県分） 保険者機能強化推進交付金等に係る総合得点＜推進＋支援＞
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全国集計結果 都道府県別得点(満点1,830点、平均点1202.2点、得点率65.7%)

Ⅲ 管内の市町村における評価指標の達成状況による評価(740点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (8)その他(25点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (7)介護人材確保・生産性向上(280点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (6)介護給付適正化(60点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (5)認知症総合支援(75点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (4)在宅医療・介護連携(25点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (3)リハ職活用(90点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (2)生活支援体制整備等(100点)

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容 (1)地域ケア、介護予防・日常生活支援総合事業(285点)

Ⅰ 管内の市町村の介護保険事業に係るデータ分析等を踏まえた地域課題・地域差の把握と支援計画(150点)

厚労省作成資料
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※各都道府県の評価指標の得点により配分した交付見込額と各都道府県からの所要見込額とを比較して低い方の額を交付する。 15
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都道府県別交付見込額（千円）

介護保険保険者努力支援交付金（千円）
保険者機能強化推進交付金（千円）

厚労省作成資料

2023年度（都道府県分） 保険者機能強化推進交付金等交付見込額＜推進＋支援＞
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２ 令和５年度評価指標の概要と評価指標分析

16

厚労省作成資料
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（ポイント）
平均要介護度の変化に関する評価の充実の観点から、軽度（要介護度１・２）、中重度（要介
護度３〜５）の変化率の状況について、従来の直近１年間に加えて長期間（2018年１月〜2022
年１月）の要介護度の変化率の状況に対する評価指標が新設。
市町村の立ち位置が、全保険者の、ア 上位６割⇒30点 ／ イ 上位４割⇒60点

ウ 上位３割⇒90点 ／ エ 上位１割⇒120点

２ 令和５年度評価指標の概要と評価指標分析

17

厚労省作成資料

【Ⅱ 自立支援、重度化防止等に資する施策の推進】
（７）要介護状態の維持・改善の状況等（新設︓推進・支援 各 最大60点×２項目（軽度・中重度））
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２ 令和５年度評価指標の概要と評価指標分析

18

厚労省作成資料

【令和５年度評価指標】 （ ）は令和4年度評価指標
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２ 令和５年度評価指標の概要と評価指標分析 厚労省作成資料

（ポイント）
⇒変化率がマイナス（負）のベクトルであるほど要介護状態の維持・改善状況が好転
⇒変化率がプラス（正）のベクトルであるほど要介護状態の維持・改善状況が悪化

※要介護状態の維持・改善状況が高止まりしている（伸びしろが少ない）局面では、マイナスの変化率の達成のハードルは高くなる
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２ 令和５年度評価指標の概要と評価指標分析 厚労省提供データ加工

変化率 全国順位 変化率 全国順位

性年齢
要介護度分布

調整済み
平均要介護度

性年齢
要介護度分布
調整済変化率

（１,５７１保険者）

性年齢
要介護度分布

調整済み
平均要介護度

性年齢
要介護度分布
調整済変化率

（１,５７１保険者）

横浜市 72.6% 526 60 2.3% 283 90
川崎市 69.5% 422 90 3.2% 373 90
相模原市 66.5% 338 90 1.4% 196 90
横須賀市 56.7% 128 120 -0.3% 102 120
平塚市 84.6% 924 30 -0.2% 106 120
鎌倉市 73.6% 562 60 5.4% 673 30
藤沢市 75.2% 612 60 4.9% 618 60
小田原市 58.2% 154 120 5.3% 663 30
茅ヶ崎市 70.8% 464 90 4.5% 564 60
逗子市 79.0% 742 30 1.9% 238 90
三浦市 84.9% 930 30 -4.4% 32 120
秦野市 75.0% 603 60 3.2% 374 90
厚木市 75.5% 622 60 -1.2% 68 120
大和市 67.7% 370 90 2.8% 328 90
伊勢原市 63.9% 259 90 3.0% 356 90
海老名市 66.3% 331 90 2.5% 299 90
座間市 78.2% 722 30 -1.2% 70 120
南足柄市 67.2% 357 90 3.4% 418 90
綾瀬市 63.0% 239 90 6.8% 843 30
葉山町 82.7% 862 30 3.7% 458 90
寒川町 96.2% 1,192 0 4.0% 489 60
大磯町 122.7% 1,449 0 12.3% 1,312 0
二宮町 50.1% 69 120 4.0% 491 60
中井町 40.2% 39 120 -13.0% 14 120
大井町 93.3% 1,143 0 5.3% 662 30
松田町 60.4% 189 90 -3.8% 36 120
山北町 61.8% 213 90 -0.7% 81 120
開成町 66.7% 344 90 12.7% 1,329 0
箱根町 68.9% 404 90 -0.6% 90 120
真鶴町 0.4% 7 120 0.4% 144 120
湯河原町 50.6% 72 120 5.8% 723 30
愛川町 64.1% 266 90 5.1% 640 30
清川村 2.3% 14 120 0.5% 146 120

Ⅱ（７）要介護状態の維持・改善の状況等（長期的な平均要介護度の変化率（H30－R4））

Ⅱ（７）②　軽度【要介護１・２】

得点
合計

最大
120

保険者名

Ⅱ（７）④　中重度【要介護３～５】

得点
合計

最大
120
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＜現状・課題＞ （参考）第97回社会保障審議会介護保険部会資料（R4.９.12開催）

３ 評価指標等の見直しに向けた検討の方向性（国の動き）
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（参考）第97回社会保障審議会介護保険部会資料（R4.９.12開催）

22

３ 評価指標等の見直しに向けた検討の方向性（国の動き）

＜論点＞
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３ 評価指標等の見直しに向けた検討の方向性（国の動き）
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（参考）第101回社会保障審議会介護保険部会資料（R4.11.14開催）
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＜検討の方向性＞

３ 評価指標等の見直しに向けた検討の方向性（国の動き）
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３ 評価指標等の見直しに向けた検討の方向性（国の動き）
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３ 評価指標等の見直しに向けた検討の方向性（国の動き）


